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は　じ　め　に

近年，関東地域ではイネ縞葉枯病の多発生が続いてお
り，‘コシヒカリ’などの本病感受性品種においては「分
げつ」の枯死による穂数減少や，株の萎縮，枯死による
減収が問題となっている。埼玉県でも 2010年以降本病
の発生が増加し，特に 2013年には県内各地で多発した。
この年次には，本病が発生しやすい作型である 5月中旬
～ 6月上旬移植ばかりでなく，例年は発生の少ない早期
栽培（4月下旬～ 5月上旬移植）でも多発し，これらの
作型では大きく減収した圃場が散見され，感受性品種で
の減収が問題となった。病原ウイルス RSV（Rice stripe 

virus）はヒメトビウンカにより媒介されるため，本病
対策の基本はヒメトビウンカの適切な防除である。一
方，抵抗性品種の作付けも極めて有効な防除対策であ
り，本県では抵抗性品種の普及を積極的に推進してきた。
本稿では，埼玉県におけるイネ縞葉枯病の発生状況，
抵抗性品種の普及と効果，その課題，防除対策について
紹介したい。

I　埼玉県におけるイネ縞葉枯病の発生状況

埼玉県の水稲作付面積は 32,200 ha（2015年産）で全
国第 17位，米の生産量は 154,600 t（同，推定値）で全
国第 19位である。本県の稲作の特徴としては作期の幅
が広いことが挙げられ，4月下旬～ 5月上旬移植の早期
栽培から米麦二毛作地帯での小麦あと栽培における 6月
末の移植まで，移植時期は約 2か月半にわたる。こうし
た地域特性から，早生品種，中生品種および晩生品種を
組合せた作付けが行われている。主要な作付品種は ‘コ
シヒカリ’，‘彩のかがやき’，‘キヌヒカリ’で，これら 3

品種で作付面積の約 85％を占める。
本県におけるイネ縞葉枯病の発生面積の推移は図―1

の通りで，1970～ 80年代には 10,000 ha～ 20,000 haに
達して大きな被害をもたらしていた。その後，抵抗性品

種の普及により発生面積は大きく減少，1990年代に入
ると発生は極めて少なくなり本病の被害はほとんど問題
視されない時代が続いた。しかし，2010年ころより発
生面積増加の兆候が現れ，2013年には 4,840 ha（埼玉
県病害虫防除所調べ，以下同。）に達して 5月移植の早
植え栽培を主体に被害が問題となった。その後，防除薬
剤の見直しや防除に対する生産者の意識の変化により，
2014年の発生面積は半減したが，2015年では 2014年並
みの 2,155 haに達しており，注意が必要な状態である。

II　埼玉県における抵抗性品種の育成と普及

本県では全国に先駆けて縞葉枯病抵抗性の実用品種
‘むさしこがね’を育成し（塩原ら，1982），普及につと
めた。本品種を 1980年に奨励品種に採用し，81年以降
急速に普及，85年には県内水稲作付面積の 62％（約
27,000 ha）で作付けられた。これによりヒメトビウン
カの RSV保毒虫率はそれまでの 20％台から数％に低下
し（図―2），岸本ら（1985）が示唆した本病抵抗性品種
導入による保毒虫率の低下を実現した。
抵抗性品種 ‘むさしこがね’の果たした功績は大きかっ

たが，ヒメトビウンカ保毒虫率の大幅な低下により ‘コ
シヒカリ’，‘キヌヒカリ’など良食味の本病感受性品種も
大きな被害を受けずに作付けが可能となったことから，
1990年代に入ると次第に減少し現在は作付けがない。
以降，本県では早期栽培向けに ‘彩の華’（1993年），

早植～普通植栽培向けに ‘彩の光’，‘さきたま姫’（1996

年），小麦あと栽培・野菜あと地向けに ‘彩の夢’（1996

年）と本病抵抗性を持つ品種を育成した。これらの品種
は当時の本県稲作を取り巻く環境もあって普及・定着に
は至らなかったが，以後も良食味と本病抵抗性を併せ持
つ品種育成を継続して ‘彩のかがやき’を育成（荒川ら，
2003），普及・定着に成功し本県における抵抗性品種の
主力となっている。現在は ‘彩のかがやき’に ‘彩のきず
な’が加わり，これら 2品種で本県水稲栽培面積の約
40％を占めている。

 1 縞葉枯病抵抗性品種 ‘彩のかがやき ’の育成と
  普及・定着
（ 1） 育成経過および品種特性
‘祭り晴’を母親，‘彩の夢’を父親とする 1992年の交配

Occurrence and Control of Rice Stripe Disease in Saitama 
Prefecture.　　By Kazuhiko SAKAI
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後代から育成，2001年に奨励品種として採用した。早
晩性は『中生の晩』，草型は『中間型』，耐倒伏性『強』で，
止め葉が長くピンと立つ受光体勢の良い草姿である（口
絵⑤）。食味は ‘コシヒカリ’並みの『上の上』である。
縞葉枯病抵抗性（Stvb―i）であるほか，ツマグロヨコバ
イに抵抗性，葉いもち・穂いもち抵抗性は『強』（圃場
抵抗性）であるが，白葉枯病には『やや弱』，耐冷性お
よび高温登熟性は『弱』である。
（ 2） ‘彩のかがやき ’の普及と定着
本品種が奨励品種に採用された当時の 2002年ころは

農薬に対する社会的な関心が一層高まった時代であり，
本品種の持つ病害虫複合抵抗性（縞葉枯病・いもち病・
ツマグロヨコバイ）を活かした『減農薬栽培』を前提に

普及を進める方針とした。本県の場合，減農薬栽培（＝
化学合成農薬の使用成分数を地域慣行の 1/2以下）とす
るためには 1回の作付けにおいて 6成分以内にとどめる
必要がある。そのため，種子消毒は 60℃ 10～ 15分間
の温湯浸漬処理とし，育苗箱施用薬剤および本田除草剤
も薬剤の成分数の少ない銘柄を選定し 1作で 6成分以内
に抑えるよう指導を行った。
一方，当時作付けられていた多様な中晩生品種を ‘彩

のかがやき’に集約する本県の方針を背景に，2004年産
米において 1,000 ha規模で一気に導入し，本品種の産
地化と本県ブランド品目の確立に向けた取り組みが積極
的に進められた。
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図－1　 埼玉県におけるイネ縞葉枯病の発生面積の推移
（病害虫防除所　調べ）
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図－2　 縞葉枯病抵抗性品種作付割合とヒメトビウンカ保毒虫率の推移
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 2 高温登熟耐性の高い縞葉枯病抵抗性品種
  ‘彩のきずな ’について
（ 1） 育成経過および品種特性
‘彩のかがやき’では 2010年夏季の異常高温による玄
米の外観品質低下が問題となり，本県では高温登熟耐性
の高い品種の育成にも取り組んでいる。一方，県北部を
中心とした稲麦二毛作地帯では，食味は良好だが縞葉枯
病に感受性で『いもち病』にも罹病しやすい ‘キヌヒカリ’
の作付けが多く，移植時期の遅い小麦あと栽培でも食味
がよく，かつ縞葉枯病抵抗性を有する品種の育成が強く
求められていた。これらのニーズに対応して 2012年に
‘彩のきずな’を育成した（荒川ら，2013）。
交配組合せは，母親が ‘ゆめまつり’，父親が ‘埼 455’
で，食味は『上の上』，縞葉枯病抵抗性（Stvb―i），ツマ
グロヨコバイ抵抗性，葉いもち・穂いもち抵抗性は『強』
（圃場抵抗性），早晩性は『中生の早』，草型は『偏穂数型』，
耐倒伏性は『強』，耐冷性は『弱～やや弱』，高温登熟性
は『やや強～強』である。
（ 2） ‘彩のきずな ’への作付誘導
‘キヌヒカリ’に代わる品種として米麦二毛作地帯を中
心に転換を進めているが，‘彩のかがやき’に比較して登
熟期間中の高温耐性が強いため，早植栽培地帯でも ‘彩
のきずな’の導入が進められている（2014年度作付実績，
約 1,200 ha）。今後も普及を推進し，向こう 2～ 3年で
6,000～ 7,000 haに作付けを拡大する計画である。

 3 抵抗性品種導入による縞葉枯病に対する効果に
  ついて
‘彩のかがやき’が本格的に産地に導入されてから 10

年以上経過しているが，これまでに本品種における縞葉
枯病の被害，特に収量に大きく影響するような実質的な
被害は県内の産地で報告されていない。
しかし，本品種も強度に感染した場合には病徴が発現

し，抽出葉の黄白化や穂の奇形が生じる。過去に縞葉枯
病が多発生して問題となった地域の現地水田圃場におい
て，数百ないし千株程度の調査を行うと，軽度の病徴を
生じたものを数株認める場合があるが感受性品種のよう
に激しい病徴となるものは見られない。‘彩のきずな’に
ついては本格導入から 3年程度であるが，やはり実質的
な被害の報告はない。
これら抵抗性品種による効果については今後も現地お
よび本県農技研所内で調査を継続することとしており，
調査に関する具体的データについては，機会をあらため
て紹介したい。

III　縞葉枯病抵抗性品種で顕在化した問題点

 1 2010年の異常高温による ‘彩のかがやき ’での
  玄米品質低下
‘彩のかがやき’は食味の優れた縞葉枯病抵抗性品種と

して普及定着し，本県のブランド品目として成長を遂げ
消費者の認知度も高まっていたが，2010年夏季の異常
高温により大きな影響を受けた。7月後半から 9月中旬
までの間，日平均気温は平年より高い状態が継続し
（図―3），白未熟粒などが多発して玄米の外観品質が低下
した。登熟期間中の高温は白未熟粒を増加させ，玄米品
質の低下や一等米比率の低下に関与し（寺島ら，2001），
米の検査等級に影響するほど白未熟粒が増加する閾値は
出穂後 20日間の日平均気温が 26～ 27℃とされている
（森田，2008）。2010年の本県主要産地では出穂後 20日
間の日平均気温がこの閾値を上回り，玄米の外観品質が
大きく低下して一等米比率は 1％未満となった。また，
7月後半からの 2か月間は少雨で経過し，特に熊谷市で
は 8月 19日から 9月 7日までの 20日間は 1 mm以上の
降雨を観測した日がなく，降雨による稲体の冷却も期待
できない気象条件であった。

 2 2013年のヒメトビウンカ多発生と
  『黒すじ萎縮病』による被害

2013年は，2～ 3月のヒメトビウンカ越冬世代の保毒
虫率は 4.4％で特異的に高いものではなかった（図―2）
が，ヒメトビウンカの発生が極めて多く，県内 16箇所
の第 1世代幼虫密度（病害虫防除所による調査）は平年
の約 5倍に達した（表―1）。すなわち，保毒虫率が低く
とも保毒虫密度が高かったことを表しており，これによ
り感受性品種での縞葉枯病の多発が県内各地で問題とな
ったが，個体数が多かったことは縞葉枯病の多発だけで
なく，本虫が病原ウイルスを媒介するイネ黒すじ萎縮病
（口絵⑥）の多発ももたらした。以前から埼玉県内でも
発生が知られていた病害であるが，縞葉枯病感受性品種
では縞葉枯病のほうが病徴はわかりやすく被害が大きか
ったため前面に出てくることは少なかった。しかし，縞
葉枯病抵抗性品種が普及するとともに黒すじ萎縮病の被
害が顕在化した模様で，特に県の北東部を中心とした
‘彩のかがやき’普及地域で多発し収量に大きく影響した
事例が相次いだ。

2013年の本県におけるヒメトビウンカ多発生の要因
は十分に解明されていないが，3月の気温が高く，4～
5月が少雨であったことから発生が助長される気象条件
であったことが考えられる。
一方，本県における農薬出荷量（2009～ 13農薬年度）
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のデータを基に水稲箱施用薬剤を成分・系統別に整理し
図―4に示したが，過去数年間にわたってフィプロニル
剤およびベンフラカルブ剤の出荷数量が多かったこと，
また，チョウ目幼虫に効果の高いクロラントラニリプロ
ール剤の出荷が 2011年度以降増加しており，これらの
薬剤が本県での基幹となっていたことがうかがえる。ク
ロラントラニリプロール剤はヒメトビウンカに対する登
録がないが，本県ではフタオビコヤガ幼虫（イネアオム
シ）が 2005年の大発生を皮切りに 11年ころまで多発が
継続して対応に迫られていたことに加え，減農薬栽培の
指導上 ‘彩のかがやき’では防除回数が制限される事情か
ら育苗箱施用薬剤として急速に本剤が普及した。さら
に，‘彩のかがやき’では縞葉枯病の被害が問題とならな
いためヒメトビウンカを対象とした防除が手薄となりが
ちで，本田防除はおろか育苗箱施用も行わない生産者も
みられ，こうした要因が複合して多発生を招いたと考え
られる。

IV　埼玉県におけるイネ縞葉枯病および
　　　　 ヒメトビウンカの防除対策

2013年のヒメトビウンカと縞葉枯病および黒すじ萎
縮病の多発生に鑑みて，有効な防除薬剤の選定と併せ県
下での基幹防除薬剤の効果低下の有無を確認する目的
で，2014年産水稲での育苗箱施用薬剤の防除効果の試
験を熊谷市内の所内水田で実施した。5月中旬移植の ‘コ
シヒカリ’における試験の結果，フィプロニル剤での防
除効果の低下が確認されたが，ジノテフラン粒剤（商品
名　スターダム箱粒剤），イミダクロプリド粒剤（同　ア
ドマイヤー CR箱粒剤）では長期間にわたり本虫の個体
数を抑制し，縞葉枯病の発生も実用上問題ない水準にと
どまり高い防除効果を有することが確認された（酒井，
2015）。クロチアニジン粒剤（同　ワンリード箱粒剤 08）
では，生育後期の発病は認められたもののイネの最高分
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図－3　 2010年7～ 9月の日平均気温の推移（熊谷）

表－1　埼玉県内の調査定点における 2013年 5月のヒメトビウン
カ個体数

調査時期
成虫頭

/m2

幼虫頭
/m2

合計頭
/m2

2013年 5月 県平均（16地点） 0.6 78.7 79.3

平年
（2003～ 10年間の平
均）

1.1 14.6 15.7 

対平年比 54.5 539.0 505.1

2012年 5月 県平均（13地点） 0.2 8.7 8.9

2011年 5月 県平均（9地点） 1.3 24.9 26.2

※埼玉県病害虫防除所　調査
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図－4　 埼玉県における水稲箱施用剤の有効成分ごとの出
荷量（JPP―NETに掲載の出荷量に基づき集計）
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げつ期までの防除効果は高く，減収は見られなかった。
これらの結果から，現在，本県ではイミダクロプリド剤
のほか，クロチアニジン剤やジノテフラン剤等のネオニ
コチノイド系薬剤の育苗箱施用を基本とした防除指導が
行われている。
ヒメトビウンカは，九州地域ではイミダクロプリド剤

およびフィプロニル剤に，関東地域ではフィプロニル剤
に対する感受性低下が報告されている（SANADA-MORIURA 

et al, 2011）。本県でもフィプロニル剤の防除効果低下が
判明したが，ネオニコチノイド系薬剤の防除効果低下は
現在のところ確認されていない。しかし，本県の生産現
場では 2014～ 15年にかけてイミダクロプリド剤をはじ
めとするネオニコチノイド系薬剤の使用量が大きく増加
しており，これらの薬剤に対する感受性変化については
注意深く観察していく必要がある。
ところで，本県育成の ‘彩のかがやき’，‘彩のきずな’

をはじめ，現在我が国で用いられている縞葉枯病抵抗性
水稲うるち品種の多くが有する抵抗性遺伝子は『Stvb―i』
であり，病原ウイルスの増殖抑制による病徴発現遅延が
抵抗性発現を示すとされている（早野，2015）。したが
って，病原ウイルスに強度に感染した場合には抵抗性品
種でも発病し（野田ら，1986），ヒメトビウンカがウイ
ルスを獲得吸汁することが知られている（野田ら，
1991）。また，抵抗性品種が感染源になりうることも示
唆されている（早野，2014）。2015年の現地調査では，
抵抗性品種普及地域において混在して作付けられている
感受性品種では薬剤の育苗箱施用と本田防除によっても
なお病株率が30％程度に達していた事例も確認され（酒
井，未発表），このような地区では地域全体として感染
圧が高まっていることが示唆される。特に，本病が多発
生した地域においては広域で抵抗性品種を導入したうえ
で，抵抗性品種・感受性品種を問わず地域全体としてヒ
メトビウンカの防除を行うことが当面の有効な対策とな

ろう。

お　わ　り　に

ヒメトビウンカに対する効果の高い箱施用薬剤の普及
や，抵抗性品種の普及によりいったんは鎮静化されたイ
ネ縞葉枯病であるが，水田農業を取り巻く環境の変化，
害虫防除体系と薬剤感受性の変化，生産場面における省
力・コスト削減を背景に，米の安定生産にとって再び脅
威となりつつある。縞葉枯病に対する耕種的防除技術と
しての抵抗性品種の普及は，生産現場にとって大きな福
音となったことは言うまでもない。しかし，防除体系の
変化などによる他種病害虫の多発生のリスクと，極端な
気象経過がもたらす影響も常に念頭に置いた栽培技術指
導と普及推進が欠かせないと考えられる。
折しも，2015～ 17年度の 3年間，『農林水産業・食
品産業科学技術研究推進事業』においてイネ縞葉枯病の
総合防除技術の確立に向けたプロジェクトが採択され，
本病の抑圧に向けた研究が始まった。本プロジェクトに
は本県も参画し，本病抵抗性品種の普及地域における本
病とヒメトビウンカの発生生態や防除技術の研究に着手
しているが，抵抗性品種の作付けとヒメトビウンカの適
切な防除を組合せることが，本病を長期に抑制する技術
と考えられる。

引　用　文　献
 1） 荒川　誠ら（2003）: 埼玉農総研報　3 : 23～ 41．
 2） ら（2013）: 同上　12 : 1～ 9．
 3） 早野由里子（2014）: 関東東山病虫研報　61 : 9～ 12．
 4） （2015）: 植物防疫　69 : 18～ 22．
 5） 岸本良一ら（1985）: 同上　39 : 531～ 537．
 6） 森田　敏（2008）: 日作紀　77 : 1～ 12．
 7） 野田　聡ら（1986）: 関東病虫研報　33 : 36～ 39．
 8） ら（1991）: 日植病報　57 : 259～ 262．
 9） 酒井和彦（2015）: 関東東山病虫研報　62：（講要，印刷中）．
10） SANADA-MORIURA, S. et al.（2011）: Appl. Entomol. Zool.　46 : 65～

73．
11） 塩原比佐雄ら（1982）: 埼玉農試研報　38 : 1～ 14．
12） 寺島一男ら（2001）: 日作紀　70 : 449～ 458．


